
＜身体拘束に関する基本的な考え方＞ 

  

当医院は、日頃より患者様の安全を確保し、身体拘束を行わない治療に努めております。 

しかし、患者様によりましては入院による環境の変化や病気による様々な障害・高齢化による心身

機能の低下から「治療が円滑に行えない」、「転倒・転落を招く行動がある」、「自傷、他害など危険な

行動がみられる」等のことがあります。そのよう場合、患者様の安全を確保するため、やむを得ず一

時的に身体拘束をさせていただくことがありますので、ご理解とご協力をお願いいたします。 

 

１． 身体拘束によるリスク 

 （１）身体の弊害として関節の拘縮・褥瘡の発生など、精神の弊害として怒りや混乱・不安・意欲低   

下などが生じる可能性があります。 

２．やむを得ず身体拘束を行う場合の手順 

（１） 緊急やむを得ず身体拘束をせざるを得ない状態であるかどうかを、「切迫性」、「非代替性」、

「一時性」の 3 要件に照らし、最小化チームで検討します。 

（２） 医師は事前に患者様・ご家族様に説明して身体拘束開始の同意を得ます。 

ただし、直ちに身体拘束を要する切迫した状況で、事前に同意を得ることが困難な場合は、 

身体拘束開始後直ちに家族等に説明して同意を得るよう努めます。 

（３） 身体拘束中は、身体拘束の態様および時間の記録、心身への弊害の有無についての状態観察

に努め、拘束を解除できる時間を設けるなどし心身への弊害発生の予防に努めます。 

（４） 身体拘束中は、身体拘束の早期解除に向けて、最小化チームによる検討会を実施し、継続の

必要性を評価します。 

（５） 医師はカンファレンスの内容を踏まえて身体拘束の継続または解除を判断します。 

 

３．身体拘束廃止のための対策 

 （１）身体拘束廃止委員会を定期的に開催し、全職員が身体拘束廃止に意識的して取り組みます。 

 （２）身体拘束廃止に関する研修への参加と院内での勉強会を継続して行い、積極的に職員のケアの 

質を高めていきます。 
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